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山梨県財政の中期見通し

（平成30年 2 月 9 日）
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年度末基金残高

最終取崩額（財源対策分）

― 43 ―

主要基金残高の推移と見通し
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

※主要基金＝財政調整基金、県債管理基金（満期一括償還の地方債に係る償還財源分を除く）、公共施設整備等事業基金
※財源不足額＝当初予算編成時に不足した財源を主要基金から繰入れた額
※最終取崩額＝上記財源不足額のうち、実際に取崩しを行った額（平成29年度以降は見込み額）
※年度末基金残高＝主要基金の残高の合計。平成29年度までは運用益その他の積立金を反映させた額
　　　　　　　　　平成30年度以降は運用益その他の積立金を反映させていない。

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

財源不足額 65 139 88 88 160 160 155 100 75 78 100

最終取崩額（財源対策分） 10 0 0 0 35 50 48 50 25 28 50

年度末基金残高 582 627 628 694 641 616 568 518 493 465 415

（単位：億円）
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県全体の債務残高の推移と見通し

（単位：億円）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

12,000

億円

臨時財政対策債等の
残高

通常の県債・債務保証
等残高

臨時財政対策債等

出資法人債務保証等

企業債

通常の県債（普通会計）
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区　　　　分 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

通常の県債（普通会計） 6,663 6,541 6,356 6,125 6,044 5,984 5,857 5,770 5,710 5,630 5,581

うち一般会計 6,510 6,391 6,206 5,970 5,887 5,820 5,705 5,622 5,560 5,480 5,431

企業債 563 531 501 473 444 414 385 358 332 306 279

出資法人債務保証等 330 311 286 267 188 178 172 166 162 156 150

通常の県債・債務保証等残高 7,556 7,383 7,143 6,865 6,676 6,576 6,414 6,294 6,204 6,092 6,010

臨時財政対策債等 3,140 3,357 3,498 3,580 3,583 3,582 3,572 3,553 3,528 3,495 3,462

合　　計 10,696 10,740 10,641 10,445 10,259 10,158 9,986 9,847 9,732 9,587 9,472
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（単位：億円）

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

職員給 952 942 919 883 870 859 851 840 849 844 844 839 839 839 839 839

退職手当 131 125 134 118 112 117 113 107 120 117 115 113 108 110 120 119

その他 221 219 212 218 242 231 225 223 221 221 214 214 214 214 214 214

人件費計 1,304 1,286 1,265 1,219 1,224 1,207 1,189 1,170 1,190 1,182 1,173 1,166 1,161 1,163 1,173 1,172

※職員に支給する子どものための手当について、地方財政状況調査における計上方法の変更に伴い、24年度以降は人件費から扶助費に移し替えている。

（H24当初 8 億円）

人件費の推移と見通し（当初予算ベース）
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

通常債 672 663 655 648 628 601 570 516 509 497 479

臨財債等 161 178 200 215 228 242 248 255 262 270 271

公債費計 833 841 855 863 856 843 818 771 771 767 750
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（単位：億円）

億円

○公債費は、国の地方財政対策により発行した臨時財政対策債の償還が累増するも

のの、通常の県債等残高の削減に努めていることから、平成28年度以降は減少し

ていく見通しです。
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

乳幼児等医療 30 30 28 25 24 25 25 25 25 25 25

介護保険 86 90 94 97 98 100 104 107 111 114 117

高齢者医療 84 85 87 90 90 94 96 98 101 104 108

合計 200 205 209 212 212 219 225 230 237 243 250

（単位：億円）

主な社会保障関係費の推移と見通し

300

250

200

150

100

50

0

億円

乳幼児等医療

介護保険

高齢者医療

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34



― 48 ―



― 49 ―

企業会計予算のあらまし
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 1 　公営企業の概要

　�　地方公営企業法の適用を受けて地方公共団体の行政の一環として経営する事業をいい、常に企業と

しての能率的経営を保持し、その経済性を発揮して公共の福祉の増進に努めています。

　�　企業の経理については、官公庁会計における現金主義会計と異なり、民間企業と同様に発生主義会

計を採用して経営成績及び財政状態を明らかにしております。

　　県が経営する事業は、次の 3 事業です。

　電 気 事 業―�純国産エネルギーである水力発電の確保と地域の開発を目的とする電気事業は、早川水

系 6 発電所、笛吹川水系11発電所及び塩川発電所、塩川第二発電所、若彦トンネル湧水

発電所、深城発電所、大城川発電所、朝穂堰浅尾発電所、重川発電所の計24発電所を運

転しています。

　温 泉 事 業―�源泉の保護と地域の観光振興を目的として、笛吹市石和地域において温泉給湯事業を経

営しています。

　地域振興事業―�八ヶ岳南麓に子どもからお年寄りまですべての人々が楽しめる「丘の公園」(総合スポー

ツ・レクリエーション施設、温泉利用施設、休憩施設)を運営しています。

平成30年度当初予算
( 単位 :千円 )

会　　計　　名
収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

収　入 支　出 収　入 支　出

電 気 事 業 5,039,410 4,416,659 3,262,874 5,465,227

温 泉 事 業 144,539 173,026 10 70,420

地 域 振 興 事 業 162,098 162,086 3,222,082 3,279,120

計 5,346,047 4,751,771 6,484,966 8,814,767
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項 目　

　発電所

電　　力　　量
電 力 料 金

目標電力量(A) 供給電力量(B) 供給率

早 川 水 系 発 電 所 82,985,000 89,779,703 108.2

笛 吹 川 水 系 発 電 所 53,164,000 65,351,440 122.9

塩 川 発 電 所 2,372,000 2,532,110 106.8

小 水 力 発 電 所 1,946,700 1,313,076 67.5

計 140,467,700 158,976,329 113.2 1,904,057

(B)
(A)

 2 　電気事業
　
①　事業の概要

　�　　各発電所の概要は次のとおりです。

　　�　平成29年度下期目標電力量は、 1 億4,047万kＷh、供給電力量は、 1 億5,898万kＷhで目標の

113.2％でした。営業収益は、19億406万円の料金収入がありました。なお、水系別供給電力量及び

電力料金は、次のとおりです。

発電所別供給電力量及び電力料金
(平成29年10月 1 日から平成30年 3 月31日まで) (単位：kＷh・％・千円)

№ 発電所名 型 式
出 力
(kW)

電力量
(MWh)

建設費
(千円)

制御方法
共同事業

運　転
開始時当初 現状

1 西 山 ダム水路 18,800 86,907 2,320,000 常監 遠監 砂 　 防 昭　32.　 4

2 奈良田第一 水 路 27,600
116,635

4,170,000 常監 遠監 昭　36.　 9

3 奈良田第二 水 路 4,600 890,000 遠監 遠監 昭　36.　 9

4 野 呂 川 水 路 20,300 97,329 3,272,000 常監 遠監 砂 　 防 昭　38.  12

5 藤 木 水 路 1,900

28,467 376,000

常監 遠監 昭　41.　 4

6 琴 川 第 一 水 路 900 常監 遠監 昭　41.　 4

7 琴 川 第 二 水 路 660 常監 遠監 昭　41.　 4

8 鼓 川 水 路 380 常監 遠監 昭　41.　 4

9 小屋敷第一 水 路 1,300 常監 遠監 昭　41.　 4

10 小屋敷第二 水 路 900 常監 遠監 昭　41.　 4

11 広 瀬 ダ ム 3,200 8,556 604,000 遠監 遠監 治 水 昭　50.　 3

12 天 科 水 路 13,600 44,280 2,240,000 遠監 遠監 水 道 用 水 昭　50.　 3

13 柚 ノ 木 水 路 18,100 59,756 4,386,000 常監 遠監 農 業 用 水 昭　50.　 5

14 湯 島 水 路 2,000 6,496 1,838,000 遠監 遠監 昭　58.　 4

15 奈良田第三 水 路 2,500 10,757 2,885,000 遠監 遠監 昭　60.　 4

16 下 釜 口 水 路 1,800 4,040 1,754,000 遠監 遠監 昭　63.　 4

17 塩 川 ダ ム 1,100 5,661 1,034,000 遠監 遠監
治 水
水 道 用 水
農 業 用 水

平　10.　 4

18 琴 川 第 三 ダム水路 1,100 5,184 903,000 遠監 遠監
治 水
水 道 用 水

平　20.　 4

19 塩 川 第 二 水 路 82 520 70,000 随巡 随巡 平　22.　 4

20 若彦トンネル湧水 水 路 80 510 100,000 随巡 随巡 平　22.　 4

21 深 城 ダ ム 340 1,824 441,000 随巡 随巡
治 水
水 道 用 水

平　24.　 4

22 大 城 川 水 路 49 375 165,000 随巡 随巡 平　26.　 9

23 朝穂堰浅尾 水 路 12 45 38,000 随巡 随巡 平　27.　 4

24 重 川 水 路 110 590 525,000 随巡 随巡 平　29.　 6

　合　　計　 121,413 477,932 28,011,000

常監…常時監視制御方式　　遠監…遠隔常時監視制御方式　　随巡…随時巡回方式
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　②　経理の状況

�
　　　経理の状況は次のとおりです。

　③　平成30年度予算の概要

�
　　�　平成30年度当初予算は、「収益的収入及び支出」で収入50億3,941万円、支出44億1,666万円、

「資本的収入及び支出」で収入32億6,287万円、支出54億6,523万円を計上しています。

　　�　なお、電気事業で得られた利益を、環境保全事業、子育て支援事業等を通し、広く県民に還元す

るため、 2 億5,000万円を一般会計へ繰り出します。

残　高　試　算　表
（平成30年 3 月31日）

企　　　業　　　債
（平成30年 3 月31日）

(単位 :千円 )

( 単位 :千円 )

借　　　方 勘　　定　　科　　目 貸　　　方

50,474,891 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 30,223,651

18,499,968 流 動 資 産

固 定 負 債 1,601,625

流 動 負 債 1,441,347

繰 延 収 益 1,419,541

298,435 収 益 化 累 計 額

資 本 金 26,628,488

剰 余 金 7,293,449

電 気 事 業 収 益 4,477,132

3,811,939 電 気 事 業 費 用

73,085,233 計 73,085,233

借　　入　　先 前年度末残高
当　年　度　中

当年度末残高
発　行　額 償　還　額

政 府 資 金 231,135 46,958 184,177

地方公共団体金融機構 677,574 124,009 553,565

計 908,709 170,967 737,742
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収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

収益的収入
50億3,941万円
（100.0％）

収益的支出
　44億1,666万円
　　（100.0％）

当年度純利益
6億2,275万円

営業収益
48億6,911万円

（96.7％）

資本的支出

54億6,523万円

（100.0％）

資本的収入
32億6,287万円
（100.0％）

補塡財源

22億236万円

（損益勘定留保資金等）

営業費用
41億3,184万円

（93.6％）

電 力 料

48億6,526万円

（96.6％）
営業雑収益
385万円 （0.1％）

財務収益
175万円 （0.0％）

事業外収益
1億6,852万円 （3.3％）

予備費　500万円 （0.1％）
特別損失
3万円 （0.0％）

事業外費用
2億6,137万円 （5.9％）

企業債利息
1,842万円 （0.4％）

一般管理費
10億1,694万円 （23.1％）

小水力発電費
9,342万円
（2.1％）

総合制御所
水力発電費
2億9,182万円
（6.6％）

繰出金
2億5,000万円
（4.6％）

水力発電設備改良調査費
3,348万円 （0.6％）

出資金
32億2,207万円
（59.0％）

水力発電地点等開発調査費
7,111万円 （1.3％）事業外設備改良費

7,636万円 （1.4％）

業務設備改良費
2,625万円 （0.5％）

小水力発電所建設費
4億2,660万円
（7.8％）

水力発電
設備改良費
8億6,659万円
（15.8％）

水力発電所建設費
3億4,700万円
（6.3％）

長期貸付金償還金
32億5,086万円（99.6％）

企業債償還金
1億4,577万円
（2.7％）

塩川発電所
水力発電費
5,808万円
（1.3％）

笛吹川水系
水力発電費
8億8,654万円
（20.1％）

早川水系
水力発電費
17億8,504万円
（40.4％）

特別利益　3万円 （0.0％）

固定資産売却代金
1万円 （0.0％）

国庫補助金
1,200万円 （0.4％）
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区　　　分 概　　　　　　　　要

給 湯 方 式 循環方式

配 湯 管 延 長 １０.５km

湧 出 量 １,６２８  ℓ ／分（Ｈ30年 3 月末現在）

分 湯 栓 箇 所 数 ２７箇所

契 約 口 数 ４９４口

 3 　温泉事業

　①　事業の概要

　�　　温泉事業の概要は次のとおりです。

　②　経理の状況

　�　　経理の状況は次のとおりです。

　③　平成30年度予算の概要

　�　�　平成30年度当初予算は、「収益的収入及び支出」で収入 1 億4,454万円、支出 1 億7,303万円、

「資本的収入及び支出」で収入 1 万円、支出7,042万円を計上しています。

残　高　試　算　表
（平成30年 3 月31日）

(単位 :千円 )

借　　　方 勘　　定　　科　　目 貸　　　方

2,087,331 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 930,617

434,838 流 動 資 産

固 定 負 債 400

流 動 負 債 30,529

繰 延 収 益 149,607

29,605 収 益 化 累 計 額

資 本 金 1,191,131

剰 余 金 249,155

温 泉 事 業 収 益 135,418

135,083 温 泉 事 業 費 用

2,686,857 計 2,686,857
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収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

収益的収入
1億4,454万円
（100.0％）  　　　 

収益的支出
1億7,303万円
（100.0％）

営業収益
1億3,653万円
（94.5％）

営業費用
1億6,775万円
（96.9％）

温泉供給収益

1億3,635万円

（94.4％）

温泉管理費

1億6,775万円

（96.9％）

その他営業収益
18万円 （0.1％）

営業外収益
800万円 （5.5％）

予備費　100万円 （0.6％）

特別損失　33万円 （0.2％）

営業外費用
395万円 （2.3％）

特別利益　1万円 （0.0％）

当年度純損失
2,849万円　

資本的支出

7,042万円

（100.0％）

資本的収入
1万円

（100.0％）

補塡財源

7,041万円

（損益勘定留保資金等）

温泉事業設備改良費
7,042万円
（100.0％）

固定資産売却代金
1万円 （100.0％）



― 56 ―

 4 　地域振興事業

　①　事業の概要

　�　　地域振興事業の概要は次のとおりです。

　　　丘の公園(総合スポーツ・レクリエーション施設、温泉利用施設、休憩施設)の運営

　②　経理の状況

　　　経理の状況は次のとおりです。

借　　　方 勘　　定　　科　　目 貸　　　方

7,236,766 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 4,928,063

47,697 流 動 資 産

固 定 負 債 2,561,652

流 動 負 債 3,267,216

繰 延 収 益 8,139

3,308 収 益 化 累 計 額

資 本 金 25,000

資 本 剰 余 金 7,456

3,515,546 利 益 剰 余 金

地 域 振 興 事 業 収 益 150,207

144,416 地 域 振 興 事 業 費 用

10,947,733 計 10,947,733

残　高　試　算　表
（平成30年 3 月31日）

(単位 :千円 )

　③　平成30年度予算の概要

　�　�　平成30年度当初予算は、「収益的収入及び支出」で収入 1 億6,210万円、支出 1 億6,209万円、

「資本的収入及び支出」で収入 32億2,208万円、支出 32億7,912万円を計上しています。
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収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

収益的収入
1億6,210万円
（100.0％）

営業収益
1億6,200万円
（99.9％）

当年度純利益
1万円

丘の公園

事業収益

1億6,200万円

（99.9％）

営業外収益
9万円 （0.1％）

特別利益
1万円 （0.0％）

収益的支出
1億6,209万円
（100.0％）

営業費用
1億5,073万円
（93.0％）

丘の公園維持管理費

1億5,073万円

（93.0％）

予備費　100万円 （0.6％）

予備費　100万円 （0.0％）

特別損失　1万円 （0.0％）

営業外費用
1,035万円 （6.4％）

資本的支出
32億7,912万円
（100.0％）

資本的収入
32億2,208万円
（100.0％）

出資金

32億2,207万円

（100.0％）

補塡財源

5,704万円

（損益勘定留保資金）

他会計借入金償還金
32億5,086万円

（99.2％）

地域振興事業
設備改良費
2,726万円
（0.8％）

固定資産売却代金
1万円 （0.0％）
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28年度

(実　績)

29年度

(実績見込み)

30年度

(見通し)

対前年度比増減率

29年度 30年度

兆円

(名　目)

兆円程度

(名　目)

兆円程度

(名　目)

％程度

(名　目)

％程度

(名　目)

国内総生産 539.3 550.3 564.3 2.0 2.5

(同・実質) － － － 1.9 1.8

　　民間最終消費支出 300.5 305.2 311.5 1.6 2.1

　　民間住宅 17.0 17.5 17.9 3.0 2.2

　　民間企業設備 83.6 87.6 92.3 4.8 5.3

　　民間在庫変動 ( )内は寄与度 △ 0.3 △ 0.2 0.7 (0.0) (0.2)

　　政府支出 133.2 135.9 137.3 2.1 1.0

　　　　政府最終消費支出 106.2 107.8 109.1 1.5 1.2

　　　　公的固定資本形成 27.0 28.1 28.2 4.2 0.1

　　財貨・サービスの輸出 88.6 96.5 102.5 9.0 6.2

　　(控除)財貨・サービスの輸入 83.3 92.3 97.9 10.8 6.1

国民所得 391.7 402.9 414.1 2.8 2.8

　　雇用者報酬 269.9 274.5 281.2 1.7 2.4

　　財産所得 24.1 25.3 26.7 4.9 5.5

　　企業所得 97.7 103.1 106.2 5.5 3.1

労働・雇用 万人 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

　　労働力人口 6,681 6,735 6,759 0.8 0.4

　　就業者総数 6,479 6,546 6,580 1.0 0.5

　　雇用者総数 5,764 5,835 5,877 1.2 0.7

　　完全失業率
％

3.0

％程度

2.8

％程度

2.7

生産 ％ ％程度 ％程度

　　鉱工業生産指数・増減率 1.1 4.7 2.7

物価 ％ ％程度 ％程度

　　国内企業物価指数・変化率 △ 2.3 2.6 2.3

　　消費者物価指数・変化率 △ 0.1 0.7 1.1

国際収支 兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

　　貿易・サービス収支 4.4 2.8 3.3

　　　　貿易収支 5.8 3.7 3.1

　　　　　　輸出 70.7 77.4 82.8 9.5 7.0

　　　　　　輸入 64.9 73.7 79.7 13.6 8.2

　　経常収支 20.4 21.4 22.8

　　経常収支対名目ＧＤＰ比
％

3.8

％程度

3.9

％程度

4.0

　平成30年度主要経済指標

資料　「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成30年 1 月22日閣議決定）
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　国の平成30年度一般会計予算

　国の予算推移

( 単位：億円・％ )

( 単位：億円・％ )

区　　　分
30 年 度

予 算 額

29 年 度

予 算 額
増 減 額 伸　　率

30 年 度

構 成 比

(歳入)

租税及び印紙収入 590,790 577,120 13,670 2.4 60.5

公 債 金 336,922 343,698 △ 6,776 △ 2.0 34.5

そ の 他 収 入 49,416 53,729 △ 4,313 △ 8.0 5.0

合 計 977,128 974,547 2,581 0.3 100.0

(歳出)

社 会 保 障 関 係 費 329,732 324,735 4,997 1.5 33.7

文教及び科学振興費 53,646 53,567 79 0.1 5.5

国 債 費 233,020 235,285 △ 2,265 △ 1.0 23.9

地 方 財 政 関 係 費 155,150 155,671 △    521 △ 0.3 15.9

防 衛 関 係 費 51,911 51,251 660 1.3 5.3

公 共 事 業 関 係 費 59,789 59,763 26 0.0 6.1

そ の 他 経 費 93,880 94,275 △    395 △ 0.4 9.6

合 計 977,128 974,547 2,581 0.3 100.0

年度 予算額 増減額 伸　　率 年度 予算額 増減額 伸　　率

21 885,480 54,867 6.6 26 958,823 32,708 3.5

22 922,992 37,512 4.2 27 963,420 4,597 0.5

23 924,116 1,124 0.1 28 967,218 3,798 0.4

24 903,339 △ 20,777 △ 2.2 29 974,547 7,329 0.8

25 926,115 22,776 2.5 30 977,128 2,581 0.3
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　平成30年度地方財政計画

　地方財政計画の推移

( 単位：億円・％ )

( 単位：億円・％ )

区　　　分
30 年 度

計 画 額

29 年 度

計 画 額
増 減 額 伸　　率

30 年 度

構 成 比

(歳入)

地 方 税 394,294 390,663 3,631 0.9 45.4

地 方 譲 与 税 25,754 25,364 390 1.5 3.0

地 方 特 例 交 付 金 1,544 1,328 216 16.3 0.2

地 方 交 付 税 160,085 163,298 △ 3,213 △   2.0 18.4

国 庫 支 出 金 136,512 135,386 1,126 0.8 15.7

地 方 債 92,186 91,907 279 0.3 10.6

使用料及び手数料 16,091 16,184 △     93 △   0.6 1.8

雑 収 入 42,890 42,370 520 1.2 4.9

復 旧・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

△  77 △   77 0.0 0.0

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

△ 306 △ 225 △     81 △ 36.0 0.0

合 計 868,973 866,198 2,775 0.3 100.0

(歳出)

給 与 関 係 経 費 203,144 203,209 △     65 0.0 23.4

一 般 行 政 経 費 370,522 365,590 4,932 1.3 42.6

公 債 費 122,064 125,902 △ 3,838 △  3.0 14.0

維 持 補 修 費 13,079 12,621 458 3.6 1.5

投 資 的 経 費 116,180 113,570 2,610 2.3 13.4

公 営 企 業 繰 出 金 25,584 25,256 328 1.3 2.9

そ の 他 18,400 20,050 △ 1,650 △   8.2 2.2

合 計 868,973 866,198 2,775 0.3 100.0

年度 計画額 増減額 伸　　率 年度 計画額 増減額 伸　　率

21 825,557 △ 8,457 △ 1.0 26 833,607 14,453 1.8

22 821,268 △ 4,289 △ 0.5 27 852,710 19,103 2.3

23 825,054 3,786 0.5 28 857,593 4,883 0.6

24 818,647 △ 6,407 △ 0.8 29 866,198 8,605 1.0

25 819,154 507 0.1 30 868,973 2,775 0.3



― 63 ―

　
県
 税
 予
 算
 額
 調

(
単
位
：
千
円

)
　

税
　
　
目

平
成
3
0
年
度

平
成
2
9
年
度

比
　
　
　
較

当
初

予
算

額

(
A
)

構
 
成
 
比

％

当
初

予
算

額

(
B
)

構
 
成
 
比

％

増
 
減
 
額

(
A
)
―
(
B
)

伸
 
率
 
％

(
A
)／

(
B
)

1
県

民
税

3
4
,7
5
5
,0
0
0
 

3
6
.4

3
3
,0
2
5
,2
5
0
 

3
6
.0

1
,7

2
9
,7

5
0

1
0
5
.2

個
人

2
9
,5
1
8
,1
5
0
 

3
0
.9

2
9
,1
2
1
,0
5
0
 

3
1
.7

3
9
7
,1

0
0

1
0
1
.4

法
人

4
,9
8
1
,0
5
0
 

5
.2

3
,6
9
9
,2
0
0
 

4
.1

1
,2

8
1
,8

5
0

1
3
4
.7

利
子

割
2
5
5
,8
0
0
 

0
.3

2
0
5
,0
0
0
 

0
.2

5
0
,8

0
0

1
2
4
.8

2
事

業
税

2
2
,5
6
1
,3
5
0
 

2
3
.7

2
0
,6
9
6
,7
5
0
 

2
2
.5

1
,8

6
4
,6

0
0

1
0
9
.0

個
人

9
7
9
,0
0
0
 

1
.0

9
9
4
,4
0
0
 

1
.1

△
  
1
5
,4
0
0

9
8
.5

法
人

2
1
,5
8
2
,3
5
0
 

2
2
.7

1
9
,7
0
2
,3
5
0
 

2
1
.4

1
,8

8
0
,0

0
0

1
0
9
.5

3
地

方
消

費
税

1
3
,1
5
2
,6
0
0
 

1
3
.8

1
2
,6
1
7
,8
5
0
 

1
3
.7

5
3
4
,7

5
0

1
0
4
.2

譲
渡

割
1
2
,9
8
2
,5
0
0
 

1
3
.6

1
2
,4
8
9
,7
5
0
 

1
3
.6

4
9
2
,7

5
0

1
0
3
.9

貨
物

割
1
7
0
,1
0
0
 

0
.2

1
2
8
,1
0
0
 

0
.1

4
2
,0

0
0

1
3
2
.8

4
不

動
産

取
得

税
2
,0
3
3
,3
5
0
 

2
.1

1
,8
5
2
,1
0
0
 

2
.0

1
8
1
,2

5
0

1
0
9
.8

5
県

た
ば

こ
税

9
3
4
,5
0
0
 

1
.0

9
7
7
,0
0
0
 

1
.1

△
   
4
2
,5
0
0

9
5
.6

6
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

7
5
7
,6
5
0
 

0
.8

7
7
0
,7
0
0
 

0
.8

△
  
1
3
,0
5
0

9
8
.3

7
自

動
車

取
得

税
1
,3
6
2
,6
0
0
 

1
.4

1
,1
7
1
,3
5
0
 

1
.3

1
9
1
,2

5
0

1
1
6
.3

8
軽

油
引

取
税

7
,1
1
5
,1
5
0
 

7
.5

7
,1
7
7
,5
5
0
 

7
.8

△
   
6
2
,4
0
0

9
9
.1

9
自

動
車

税
1
2
,6
5
3
,8
0
0
 

1
3
.3

1
3
,1
3
8
,8
5
0
 

1
4
.3

△
 4
8
5
,0
5
0

9
6
.3

1
0

鉱
区

税
2
5
0
 

0
.0

2
5
0
 

0
.0

1
0
0
.0

1
1

固
定

資
産

税
2
 

0
.0

4
3
3
,7
0
0
 

0
.5

△
 4
3
3
,6
9
8

0
.0

1
2

狩
猟

税
1
4
,7
0
0
 

0
.0

1
4
,6
0
0
 

0
.0

1
0
0

1
0
0
.7

計
9
5
,3
4
0
,9
5
2
 

1
0
0
.0

9
1
,8
7
5
,9
5
0
 

1
0
0
.0

3
,4

6
5
,0

0
2

1
0
3
.8



― 64 ― ― 65 ―

　
地
 方
 交
 付
 税
 の
 状
 況

(
単
位
：
千
円

)
　

区
　
分

2
0
年
度

2
1
年
度

2
2
年
度

2
3
年
度

2
4
年
度

2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

普
　
通
　
交
　
付
　
税

基
準

財
政

需
要

額
2
0
9
,5

5
5
,0

0
4

1
8
8
,5

1
7
,6

5
0

1
9
2
,0

5
1
,1

9
1

2
0
3
,4

9
2
,4

4
9

2
0
7
,2

9
5
,9

2
0

2
0
4
,7

6
2
,5

1
4

2
0
9
,6

1
5
,6

7
1

2
1
7
,2

0
0
,3

7
0

2
1
9
,6

4
3
,6

9
2

2
1
6
,9

5
3
,3

0
6

基
準

財
政

収
入

額
9
3
,4

6
7
,9

4
2

7
8
,8

2
2
,9

3
9

6
5
,8

3
5
,4

9
6

7
4
,4

9
9
,7

6
4

7
8
,3

6
3
,1

7
4

7
6
,4

8
5
,8

1
8

7
6
,6

1
5
,5

8
7

8
6
,2

8
3
,3

0
1

9
3
,6

0
7
,0

0
8

9
0
,7

4
7
,5

7
8

交
付

基
準

額
1
1
6
,0

8
7
,0

6
2

1
0
9
,6

9
4
,7

1
1

1
2
6
,2

1
5
,6

9
5

1
2
8
,9

9
2
,6

8
5

1
2
8
,9

3
2
,7

4
6

1
2
8
,2

7
6
,6

9
6

1
3
3
,0

0
0
,0

8
4

1
3
0
,9

1
7
,0

6
9

1
2
6
,0

3
6
,6

8
4

1
2
6
,2

0
5
,7

2
8

調
整

率
0
.0
0
0
4
3
8
4
9
8
 
0
.0
0
0
8
9
9
3
0
2
 

0
.0
0
0
8
2
2
6
5
5
 
0
.0
0
0
7
8
8
8
8
4
 

調
整

額
9
1
,8

8
9

1
6
9
,5

3
4

1
8
0
,6

9
1

1
7
1
,1

5
1

交
付

額
1
1
5
,9

9
5
,1

7
3

1
0
9
,5

2
5
,1

7
7

1
2
6
,2

1
5
,6

9
5

1
2
8
,9

9
2
,6

8
5

1
2
8
,9

3
2
,7

4
6

1
2
8
,2

7
6
,6

9
6

1
3
3
,0

0
0
,0

8
4

1
3
0
,9

1
7
,0

6
9

1
2
5
,8

5
5
,9

9
3

1
2
6
,0

3
4
,5

7
7

特
別

交
付

税
1
,8

8
9
,0

2
3

1
,9

6
8
,5

1
5

2
,0

8
8
,2

8
7

3
,6

6
7
,2

4
3

2
,8

3
6
,5

2
6

4
,1

1
2
,9

5
4

2
,2

8
6
,4

8
5

2
,2

7
5
,0

1
0

2
,4

8
6
,0

2
5

2
,0

2
8
,0

0
8

計
1
1
7
,8

8
4
,1

9
6

1
1
1
,4

9
3
,6

9
2

1
2
8
,3

0
3
,9

8
2

1
3
2
,6

5
9
,9

2
8

1
3
1
,7

6
9
,2

7
2

1
3
2
,3

8
9
,6

5
0

1
3
5
,2

8
6
,5

6
9

1
3
3
,1

9
2
,0

7
9

1
2
8
,3

4
2
,0

1
8

1
2
8
,0

6
2
,5

8
5

参
　 　 　 　
考

標
準

税
収

入
額

等
1
1
9
,3

4
8
,0

3
3

9
9
,7

7
9
,0

1
8

8
2
,7

2
5
,4

2
5

9
4
,3

7
1
,7

2
0

9
9
,8

8
5
,3

1
6

9
7
,1

4
9
,1

7
0

9
6
,8

4
3
,1

2
3

1
0
7
,9

8
8
,4

6
0

1
1
7
,9

7
0
,7

3
1

1
1
4
,1

3
7
,7

4
5

標
準

財
政

規
模

2
5
7
,2

2
5
,9

1
8

2
5
3
,5

1
0
,2

4
5

2
6
3
,2

9
7
,5

3
4

2
6
1
,0

2
6
,2

8
7

2
6
3
,4

7
2
,7

3
0

2
6
0
,8

6
3
,9

7
9

2
6
0
,0

6
7
,3

2
5

2
6
4
,9

0
5
,9

1
1

2
6
3
,4

8
3
,0

2
2

2
6
1
,1

1
4
,9

6
4

(2
3
5
,3
4
3
,2
0
6
)
(2
0
9
,3
0
4
,1
9
5
)
(2
0
8
,9
4
1
,1
2
0
)
(2
2
3
,3
6
4
,4
0
5
)
(2
2
8
,8
1
8
,0
6
2
)
(2
2
5
,4
2
5
,8
6
6
)
(2
2
9
,8
4
3
,2
0
7
)
(2
3
8
,9
0
5
,5
2
9
)
(2
4
3
,8
2
6
,7
2
4
)
(2
4
0
,1
7
2
,3
2
2
)

財 政 力 指 数

単
年

度
0
.4

4
6
0
3

0
.4
1
8
5
0
 

0
.3
4
2
8
0
 

0
.3
6
6
1
1
 

0
.3
7
8
3
8
 

0
.3
7
3
5
3
 

0
.3
6
5
5
1
 

0
.3
9
7
2
5
 

0
.4
2
6
0
0
 

0
.4
1
8
2
8
 

 3
 
か

年
平

均
0
.4

3
7
2
7

0
.4
3
3
5
0
 

0
.4
0
2
4
4
 

0
.3
7
5
8
0
 

0
.3
6
2
4
3
 

0
.3
7
2
6
7
 

0
.3
7
2
4
7
 

0
.3
7
8
7
6
 

0
.3
9
6
2
5
 

0
.4
1
3
8
4
 

(
注
)
標
準
財
政
規
模
に
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
発
行
可
能
額
を
含
む
。
下
段
（
　
）
内
は
臨
時
財
政
対
策
債
発
行
可
能
額
を
除
い
た
も
の
。

　
  
  
2
3
年
度
以
降
の
特
別
交
付
税
に
は
、
震
災
復
興
特
別
交
付
税
を
含
む
。
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平
 成
 2
9 
年
 度
 末
 県
 債
 現
 在
 高

(
単
位
：
千
円

)
　

（
注
）
「
そ
の
他
」
に
は
、
信
用
金
庫
、
信
用
協
同
組
合
、
政
府
貸
付
、
市
場
公
募
等
が
含
ま
れ
る
。

区
　
　
　
　
　
分

平
成

2
8
年

度
末

現
　

在
　

高

平
成
2
9
年
度

平
成

2
9
年

度
末

現
在

高

左
の
借
入
先
別
内
訳

起
 債

 額
償
 還

 額
政
府
資
金

山
梨
中
央
銀
行

地
方
公
共
団
体
金

融
機

構
そ
の
他

一
般

会
計

9
7
3
,8

7
4
,1

2
5

6
4
,6

1
6
,6

0
0

7
6
,6

4
3
,0

2
4

9
6
1
,8

4
7
,7

0
1

2
1
7
,3

6
6
,8

0
1

4
3
8
,1

2
6
,5

0
4

3
3
,1

4
5
,6

9
8

2
7
3
,2

0
8
,6

9
8

　 　

特 別 会 計

　 　

恩
賜

県
有

財
産

特
別

会
計

1
1
,2

5
4
,8

2
6

9
7
1
,9

1
7

9
9
7
,0

2
9

1
1
,2

2
9
,7

1
4

4
3
8
,1

6
7

2
,5

7
9
,0

7
5

4
,0

7
4
,3

9
4

4
,1

3
8
,0

7
8

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

特
別

会
計

3
4
9
,0

4
6

8
,7

0
7

3
4
0
,3

3
9

3
4
0
,3

3
9

中
小

企
業

近
代

化
資

金
特

別
会

計
4
,3

1
5
,0

1
5

3
6
6
,4

9
8

3
8
8
,3

0
4

4
,2

9
3
,2

0
9

4
,2

9
3
,2

0
9

林
業
・
木

材
産

業
改

善
資

金
特

別
会

計
5
,7

5
0

5
,7

5
0

5
,7

5
0

農
業

改
良

資
金

特
別

会
計

1
2
2
,3

6
8

1
9
,6

5
1

1
0
2
,7

1
7

1
0
2
,7

1
7

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計
1
6
,6

0
2
,2

8
9

3
6
7
,0

5
0

1
,3

5
5
,9

9
5

1
5
,6

1
3
,3

4
4

7
,9

0
3
,2

6
5

4
1
6
,9

9
6

7
,0

6
9
,6

4
3

2
2
3
,4

4
0

計
3
2
,6

4
9
,2

9
4

1
,7

0
5
,4

6
5

2
,7

6
9
,6

8
6

3
1
,5

8
5
,0

7
3

8
,3

4
1
,4

3
2

2
,9

9
6
,0

7
1

1
1
,1

4
4
,0

3
7

9
,1

0
3
,5

3
3

企 業 会 計

電
気

事
業

会
計

9
0
8
,7

0
9

1
7
0
,9

6
7

7
3
7
,7

4
2

1
8
4
,1

7
7

5
5
3
,5

6
5

計
9
0
8
,7

0
9

1
7
0
,9

6
7

7
3
7
,7

4
2

1
8
4
,1

7
7

5
5
3
,5

6
5

　
合

計
　

1
,0

0
7
,4

3
2
,1

2
8

6
6
,3

2
2
,0

6
5

7
9
,5

8
3
,6

7
7

9
9
4
,1

7
0
,5

1
6

2
2
5
,8

9
2
,4

1
0

4
4
1
,1

2
2
,5

7
5

4
4
,8

4
3
,3

0
0

2
8
2
,3

1
2
,2

3
1
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歳
出
予
算
目
的
別
分
類
一
覧
表
（
一
般
会
計
）

(
単
位
：
千
円

)
　

区
　
　
分

款
　
　
名

平
成
3
0
年
度

平
成
2
9
年
度

比
　
　
　
較

当
初

予
算

額

(
A
)

構
 
成
 
比

％

当
初

予
算

額

(
B
)

構
 
成
 
比

％

増
 
減
 
額

(
A
)
―
(
B
)

伸
 
率
 
％

(
A
)／

(
B
)

1
議

会
費

1
,0
1
1
,2
2
3
 

0
.2
 

1
,0
2
0
,1
0
2
 

0
.2
 

△
       


8
,8
7
9

9
9
.1
 

2
総

務
費

3
1
,0
9
2
,4
8
8
 

6
.8
 

3
1
,4
7
8
,8
2
3
 

6
.8
 

△
    

3
8
6
,3
3
5

9
8
.8
 

3
民

生
費

5
3
,2
7
0
,8
0
3
 

1
1
.7
 

5
6
,3
9
0
,5
9
5
 

1
2
.2
 

△
 3
,1
1
9
,7
9
2

9
4
.5
 

4
衛

生
費

1
6
,8
6
7
,6
5
8
 

3
.7
 

1
5
,7
0
3
,9
8
4
 

3
.4
 

1
,1

6
3
,6

7
4

1
0
7
.4
 

5
労

働
費

1
,6
6
2
,5
0
4
 

0
.4
 

1
,6
0
5
,0
3
3
 

0
.4
 

5
7
,4

7
1

1
0
3
.6
 

6
農

林
水

産
業

費
2
4
,5
2
3
,2
5
9
 

5
.4
 

2
4
,9
3
8
,7
2
7
 

5
.4
 

△
    

4
1
5
,4
6
8

9
8
.3
 

7
商

工
費

3
2
,3
8
0
,6
3
4
 

7
.1
 

3
2
,4
8
0
,9
5
8
 

7
.1
 

△
    

1
0
0
,3
2
4

9
9
.7
 

8
土

木
費

6
4
,0
5
0
,0
5
6
 

1
4
.1
 

6
5
,2
5
5
,1
2
6
 

1
4
.2
 

△
 1
,2
0
5
,0
7
0

9
8
.2
 

9
警

察
費

2
3
,2
1
7
,2
3
2
 

5
.1
 

2
2
,4
4
3
,2
5
4
 

4
.9
 

7
7
3
,9

7
8

1
0
3
.4
 

1
0

教
育

費
9
0
,5
8
4
,6
0
3
 

1
9
.9
 

8
9
,5
0
0
,1
0
5
 

1
9
.4
 

1
,0

8
4
,4

9
8

1
0
1
.2
 

1
1

災
害

復
旧

費
2
,8
0
9
,4
2
6
 

0
.6
 

2
,5
8
8
,2
0
1
 

0
.6
 

2
2
1
,2

2
5

1
0
8
.5
 

1
2

公
債

費
8
1
,9
3
9
,6
5
6
 

1
8
.0
 

8
4
,5
7
7
,8
6
1
 

1
8
.4
 

△
 2
,6
3
8
,2
0
5

9
6
.9
 

1
3

諸
支

出
金

3
2
,1
4
0
,8
4
6
 

7
.0
 

3
2
,4
0
8
,3
1
5
 

7
.0
 

△
    

2
6
7
,4
6
9

9
9
.2
 

1
4

予
備

費
4
0
,0
0
0
 

0
.0
 

4
0
,0
0
0
 

0
.0
 

1
0
0
.0
 

計
4
5
5
,5
9
0
,3
8
8
 

1
0
0
.0
 

4
6
0
,4
3
1
,0
8
4
 

1
0
0
.0
 

△
 4
,8
4
0
,6
9
6

9
8
.9
 



― 66 ― ― 67 ―

　
歳
出
予
算
性
質
別
分
析
表
（
一
般
会
計
）

(
単
位
：
千
円

)
　

(
単
位
：
千
円

)
　

　
区

分
　

平
成
3
0
年
度

平
成
2
9
年

度
比
　
　
　
較

当
初

予
算

額
(
A
)

構
 
成
 
比

％
当

初
予

算
額

(
B
)

構
 
成
 
比

％
増
 
減
 
額

(
A
)
―
(
B
)

伸
 
率
 
％

(
A
)／

(
B
)

1
行

政
経

費
2
4
1
,5
9
5
,3
8
8
 

5
3
.0
 

2
4
6
,6
3
6
,6
1
8
 

5
3
.6
 

△
 5
,0
4
1
,2
3
0

9
8
.0
 

⑴
人

件
費

1
1
6
,5
2
6
,4
2
9
 

2
5
.6
 

1
1
7
,2
4
9
,8
7
9
 

2
5
.5
 

△
    

7
2
3
,4
5
0

9
9
.4
 

ア
議

員
・

委
員

等
報

酬
手

当
2
,7
5
9
,3
7
6
 

0
.6
 

2
,7
0
9
,3
9
1
 

0
.6
 

4
9
,9

8
5

1
0
1
.8
 

イ
基

本
給

5
6
,2
6
7
,9
5
5
 

1
2
.4
 

5
6
,9
2
7
,1
4
7
 

1
2
.4
 

△
    

6
5
9
,1
9
2

9
8
.8
 

ウ
そ

の
他

の
手

当
2
7
,4
9
3
,7
0
0
 

6
.0
 

2
7
,4
3
3
,6
8
0
 

6
.0
 

6
0
,0

2
0

1
0
0
.2
 

エ
職

員
共

済
組

合
負

担
金

1
8
,2
5
3
,7
4
9
 

4
.0
 

1
8
,1
9
3
,2
0
3
 

3
.9
 

6
0
,5

4
6

1
0
0
.3
 

オ
退

職
金

1
1
,2
5
1
,5
0
4
 

2
.5
 

1
1
,4
7
3
,2
5
1
 

2
.5
 

△
    

2
2
1
,7
4
7

9
8
.1
 

カ
恩

給
及

び
退

職
年

金
5
5
,8
7
4
 

0
.0
 

7
3
,2
6
2
 

0
.0
 

△
     

1
7
,3
8
8

7
6
.3
 

キ
そ

の
他

4
4
4
,2
7
1
 

0
.1
 

4
3
9
,9
4
5
 

0
.1
 

4
,3

2
6

1
0
1
.0
 

⑵
物

件
費

2
1
,1
9
3
,2
2
6
 

4
.6
 

2
0
,1
5
1
,9
1
2
 

4
.4
 

1
,0

4
1
,3

1
4

1
0
5
.2
 

⑶
維

持
補

修
費

1
,6
2
0
,7
8
3
 

0
.4
 

2
,1
4
5
,8
3
8
 

0
.5
 

△
    

5
2
5
,0
5
5

7
5
.5
 

⑷
扶

助
費

7
,6
6
1
,0
7
7
 

1
.7
 

7
,7
9
8
,6
1
7
 

1
.7
 

△
    

1
3
7
,5
4
0

9
8
.2
 

⑸
補

助
費

等
9
4
,5
9
3
,8
7
3
 

2
0
.7
 

9
9
,2
9
0
,3
7
2
 

2
1
.5
 

△
 4
,6
9
6
,4
9
9

9
5
.3
 

2
投

資
的

経
費

7
7
,6
9
8
,6
3
0
 

1
7
.1
 

7
5
,9
1
3
,3
8
9
 

1
6
.5
 

1
,7

8
5
,2

4
1

1
0
2
.4
 

⑴
普

通
建

設
事

業
費

7
4
,8
8
9
,2
0
4
 

1
6
.5
 

7
3
,3
2
5
,1
8
8
 

1
5
.9
 

1
,5

6
4
,0

1
6

1
0
2
.1
 

ア
補

助
事

業
費

4
4
,4
8
7
,8
5
3
 

9
.8
 

4
5
,3
8
0
,6
2
8
 

9
.8
 

△
    

8
9
2
,7
7
5

9
8
.0
 

イ
単

独
事

業
費

2
0
,4
8
5
,1
7
6
 

4
.5
 

1
8
,9
3
0
,4
6
6
 

4
.1
 

1
,5

5
4
,7

1
0

1
0
8
.2
 

ウ
国

直
轄

事
業

費
負

担
金

9
,9
1
6
,1
7
5
 

2
.2
 

9
,0
1
4
,0
9
4
 

2
.0
 

9
0
2
,0

8
1

1
1
0
.0
 

⑵
災

害
復

旧
事

業
費

2
,8
0
9
,4
2
6
 

0
.6
 

2
,5
8
8
,2
0
1
 

0
.6
 

2
2
1
,2

2
5

1
0
8
.5
 

ア
補

助
事

業
費

2
,5
5
9
,4
7
6
 

0
.6
 

2
,3
3
8
,2
5
1
 

0
.5
 

2
2
1
,2

2
5

1
0
9
.5
 

イ
単

独
事

業
費

2
0
0
,0
0
0
 

0
.0
 

2
0
0
,0
0
0
 

0
.1
 

1
0
0
.0
 

ウ
国

直
轄

事
業

費
負

担
金

4
9
,9
5
0
 

0
.0
 

4
9
,9
5
0
 

0
.0
 

1
0
0
.0
 

3
公

債
費

8
1
,8
1
8
,0
6
0
 

1
8
.0
 

8
4
,4
3
4
,8
0
2
 

1
8
.3
 

△
 2
,6
1
6
,7
4
2

9
6
.9
 

4
積

立
金

1
,1
1
4
,4
2
3
 

0
.2
 

5
,0
6
9
,4
0
6
 

1
.1
 

△
 3
,9
5
4
,9
8
3

2
2
.0
 

5
貸

付
金

2
2
,3
7
1
,6
5
6
 

4
.9
 

2
2
,1
6
2
,3
6
6
 

4
.8
 

2
0
9
,2

9
0

1
0
0
.9
 

6
繰

出
金

3
0
,9
5
2
,2
3
1
 

6
.8
 

2
6
,1
7
4
,5
0
3
 

5
.7
 

4
,7

7
7
,7

2
8

1
1
8
.3
 

7
予

備
費

4
0
,0
0
0
 

0
.0
 

4
0
,0
0
0
 

0
.0
 

1
0
0
.0
 

計
4
5
5
,5
9
0
,3
8
8
 

1
0
0
.0
 

4
6
0
,4
3
1
,0
8
4
 

1
0
0
.0
 

△
 4
,8
4
0
,6
9
6

9
8
.9
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区

分
　

平
成
3
0
年
度

平
成
2
9
年
度

比
　
　
　
較

当
初

予
算

額

(
A
)

構
 
成
 
比

％

当
初

予
算

額

(
B
)

構
 
成
 
比

％

増
 
減
 
額

(
A
)
―
(
B
)

伸
 
率
 
％

(
A
)／

(
B
)

1
県

税
1
1
5
,0

9
2
,3

6
0

2
5
.4

1
0
9
,3

2
8
,4

1
8

2
4
.0

5
,7

6
3
,9

4
2

1
0
5
.3

2
地

方
譲

与
税

1
4
,6

8
7
,0

0
1

3
.2

1
4
,5

0
6
,0

0
1

3
.2

1
8
1
,0

0
0

1
0
1
.2

3
地

方
特

例
交

付
金

3
4
8
,0

0
0

0
.1

2
9
2
,0

0
0

0
.1

5
6
,0

0
0

1
1
9
.2

4
地

方
交

付
税

1
2
3
,8

8
3
,0

0
0

2
7
.4

1
2
8
,7

5
3
,0

0
0

2
8
.2

△
 4
,8
7
0
,0
0
0

9
6
.2

5
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

3
0
1
,0

0
0

0
.1

3
1
3
,0

0
0

0
.1

△
     

1
2
,0
0
0

9
6
.2

6
分

担
金

及
び

負
担

金
1
,8

5
3
,8

2
3

0
.4

1
,9

6
4
,8

2
7

0
.4

△
    

1
1
1
,0
0
4

9
4
.4

7
使

用
料

及
び

手
数

料
9
,5

3
9
,0

6
5

2
.1

9
,5

7
9
,1

3
2

2
.1

△
     

4
0
,0
6
7

9
9
.6

8
国

庫
支

出
金

4
7
,5

1
7
,8

9
1

1
0
.5

4
9
,6

7
0
,5

4
6

1
0
.9

△
 2
,1
5
2
,6
5
5

9
5
.7

9
財

産
収

入
3
,1

8
3
,8

1
6

0
.7

3
,1

0
0
,2

7
0

0
.7

8
3
,5

4
6

1
0
2
.7

1
0

寄
附

金
1
6
6
,8

8
7

0
.0

1
5
4
,1

2
8

0
.0

1
2
,7

5
9

1
0
8
.3

1
1

繰
入

金
1
6
,8

6
3
,9

4
7

3
.7

2
2
,1

6
3
,7
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電気事業会計試算表
（平成30年 3 月31日現在） (単位 :円 )

借　　　　　　方
勘 定 科 目

貸　　　　　　方

残　　高 合　　計 合　　計 残　　高

固 定 資 産

44,694,059,835 46,306,767,647 水 力 発 電 設 備 1,612,707,812 

40,524,276 40,524,276 送 電 設 備

243,988,828 262,028,467 業 務 設 備 18,039,639 

456,611,305 減 価 償 却 累 計 額 30,680,262,802 30,223,651,497 

2,353,331,659 2,379,911,495 事 業 外 固 定 資 産 26,579,836 

3,042,651,960 6,349,030,073 長 期 貸 付 金 3,306,378,113 

334,020 370,590 長 期 前 払 費 用 36,570 

100,000,000 100,000,000 そ の 他 投 資

流 動 資 産

14,256,916,788 20,503,068,779 現 金 預 金 6,246,151,991 

902,516,689 5,305,494,987 未 収 金 4,402,978,298 

6,889,516 195,325,291 貯 蔵 品 188,435,775 

3,250,863,777 3,306,378,113 短 期 貸 付 金 55,514,336 

98,363 187,124 前 払 費 用 88,761 

82,682,200 998,804,700 前 払 金 916,122,500 

592 6,446 そ の 他 流 動 資 産 5,854 

345,069,738 仮払消費税及び地方消費税 345,069,738 
固 定 負 債

145,768,198 企 業 債 737,741,960 591,973,762 

628,000 リ ー ス 債 務 628,000 

242,161,869 引 当 金 1,151,812,671 909,650,802 
そ の 他 固 定 負 債 100,000,000 100,000,000 

流 動 負 債

170,966,987 企 業 債 316,735,185 145,768,198 

1,884,000 リ ー ス 債 務 2,512,000 628,000 

404,953,961 未 払 金 975,089,987 570,136,026 

1,227,782 未 払 費 用 2,092,983 865,201 

69,453,720 前 受 金 69,453,720 

587,025,465 引 当 金 1,302,343,599 715,318,134 

95,913,895 そ の 他 流 動 負 債 104,545,697 8,631,802 

349,950,632 仮受消費税及び地方消費税 349,950,632 
繰 延 収 益

6,060,904 長 期 前 受 金 1,425,601,804 1,419,540,900 

298,435,509 1,252,200,334 収 益 化 累 計 額 953,764,825 
資 本 金 26,628,487,539 26,628,487,539 
剰 余 金

資 本 剰 余 金 187,870 187,870 

3,171,740,130 利 益 剰 余 金 10,465,001,152 7,293,261,022 

37,525 電 気 事 業 収 益 4,477,169,398 4,477,131,873 
営 業 収 益 4,241,401,164 4,241,401,164 
財 務 収 益 3,025,301 3,025,301 

37,525 事 業 外 収 益 219,509,351 219,471,826 
特 別 利 益 13,233,582 13,233,582 

3,811,938,614 4,249,872,938 電 気 事 業 費 用 437,934,324 

3,575,567,331 3,984,522,937 営 業 費 用 408,955,606 

23,337,323 23,337,323 財 務 費 用

212,230,107 214,152,475 事 業 外 費 用 1,922,368 

803,853 27,860,203 特 別 損 失 27,056,350 

73,085,232,626 97,299,425,371 合　　　　計 97,299,425,371 73,085,232,626 
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温泉事業会計試算表
（平成30年 3 月31日現在） (単位 :円 )

借　　　　　　方
勘 定 科 目

貸　　　　　　方

残　　高 合　　計 合　　計 残　　高

固 定 資 産

2,086,379,527 2,175,444,710 有 形 固 定 資 産 89,065,183

719,219 1,052,464 無 形 固 定 資 産 333,245

20,713,429 減 価 償 却 累 計 額 951,330,453 930,617,024

232,660 8,342,463 投 資 そ の 他 の 資 産 8,109,803

流 動 資 産

413,347,929 534,290,705 現 金 預 金 120,942,776

20,654,406 176,754,881 未 収 金 156,100,475

834,340 1,432,058 貯 蔵 品 597,718

544 657 前 払 費 用 113

32,160,000 前 払 金 32,160,000

266 340 そ の 他 流 動 資 産 74

6,408,727 仮払消費税及び地方消費税 6,408,727

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債 400,000 400,000

流 動 負 債

10,941,646 未 払 金 27,113,969 16,172,323

31,500 未 払 費 用 45,819 14,319

4,676,481 引 当 金 18,908,079 14,231,598

3,729,296 そ の 他 流 動 負 債 3,839,667 110,371

10,234,893 仮受消費税及び地方消費税 10,234,893

繰 延 収 益

238,977,433 長 期 前 受 金 388,584,108 149,606,675

29,604,943 29,604,943 収 益 化 累 計 額

資 本 金 1,191,131,366 1,191,131,366

剰 余 金

129,218,511 利 益 剰 余 金 378,373,576 249,155,065

376,908 温 泉 事 業 収 益 135,794,953 135,418,045

365,210 営 業 収 益 127,735,550 127,370,340

営 業 外 収 益 8,036,007 8,036,007

11,698 特 別 利 益 23,396 11,698

135,082,952 136,593,792 温 泉 事 業 費 用 1,510,840

135,041,560 136,552,400 営 業 費 用 1,510,840

5,886 5,886 営 業 外 費 用

35,506 35,506 特 別 損 失

2,686,856,786 3,520,985,837 合　　　　計 3,520,985,837 2,686,856,786
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地域振興事業会計試算表
（平成30年 3 月31日現在） (単位 :円 )

借　　　　　　方
勘 定 科 目

貸　　　　　　方

残　　高 合　　計 合　　計 残　　高

固 定 資 産

7,234,401,556 7,239,167,077 有形固定資産 4,765,521

2,364,260 2,394,350 無形固定資産 30,090

4,131,514 減価償却累計額 4,932,194,979 4,928,063,465

流 動 資 産

32,904,634 192,349,969 現 金 預 金 159,445,335

13,572,000 162,475,170 未 収 金 148,903,170

1,220,074 1,271,515 貯 蔵 品 51,441

15,558,200 前 払 金 15,558,200

3,021,036 仮払消費税及び地方消費税 3,021,036

固 定 負 債

3,250,863,777 他会計借入金 5,812,515,737 2,561,651,960

流 動 負 債

81,303,851 他会計借入金 3,332,167,628 3,250,863,777

5,954,492 未 払 金 17,067,914 11,113,422

11,622,243 引 当 金 16,667,842 5,045,599

285,684 その他流動負債 479,004 193,320

12,002,930 仮受消費税及び地方消費税 12,002,930

繰 延 収 益

88,461,450 長 期 前 受 金 96,600,000 8,138,550

3,308,550 3,308,550 収益化累計額

資 本 金 25,000,000 25,000,000

剰 余 金

資 本 剰 余 金 7,455,531 7,455,531

3,515,545,871 3,519,303,989 利 益 剰 余 金 3,758,118

地域振興事業収益 150,207,483 150,207,483

営 業 収 益 150,000,527 150,000,527

営 業 外 収 益 206,956 206,956

144,416,162 153,935,051 地域振興事業費用 9,518,889

143,762,029 153,280,918 営 業 費 用 9,518,889

654,133 654,133 営 業 外 費 用

10,947,733,107 14,747,410,848 合　　　計 14,747,410,848 10,947,733,107
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 用語の解説 

県税　県の行政に要する経費を

賄うため、地方税法等の規定に

基づいて県民の皆さんや県内に

事業所を持つ法人等に納めてい

ただく税です。現在、事業税、

県民税、自動車税、地方消費税

など12種類の税目があります。

地方交付税　地方交付税には、

地方公共団体間の地域格差をな

くし、一定の行政水準を確保で

きるようにするため、国税の一

部を地方公共団体の固有の財源

として各地方公共団体の財源不

足額に応じて国から交付される

普通交付税、災害復旧などの特

別な事情によって交付される特

別交付税及び東日本大震災に係

る復旧・復興事業の実施のため

の特別な財政需要等に対し交付

される震災復興特別交付税があ

ります。

国庫支出金　国が地方公共団体

に対し、特定の事業の財源として

交付するもので、その性質によっ

て次の 3 種類に分類されます。

【国庫負担金】義務教育や生活

保護など、国と地方公共団体が

共同して責任を持つ事業の経費

について、国が全部又は一部を

地方公共団体に交付するもので

す。

【国庫補助金】国が費用の一部

又は全部を負担して特定の事務

や施設の設置を地方公共団体に

対して奨励、援助するものです。

【国庫委託金】国会議員の選挙

や国勢調査など本来国が行うべ

き事業を便宜的に地方公共団体

が実施し、その経費を国が負担

するものです。

地方消費税清算金　地方消費税

として徴収された総額から還付額

を控除した金額について、消費に

関連した基準により都道府県間に

おいて清算を行い、各地方公共団

体に配分されるものです。

地方譲与税　国税として徴収さ

れた税の全部又は一部が地方公

共団体に譲与されるものです。

県が受けている地方譲与税は、

地方法人特別譲与税、地方揮発

油譲与税、石油ガス譲与税です。

地方特例交付金　個人住民税に

おける住宅借入金等特別税額控

除の実施に伴う地方税の減収を

補塡するため、国から地方公共

団体へ交付されるものです。

交通安全対策特別交付金　地方

公共団体の道路交通安全施設整

備のため、交通違反などの反則

金を財源に、交通事故発生件

数、人口集中地区人口及び改良

済道路延長を基準として国から

交付されるものです。

分担金及び負担金　県が行う事

業で特に利益を受ける人から、

その受益の限度において負担い

ただくものです。

使用料及び手数料　使用料は、

県営住宅の家賃のように県の施

設を管理していくために、その

施設の利用者に負担いただくも

のです。また、手数料は、運転

免許証交付手数料のように県が

行う行政サービスの利用者に負

担いただくものです。

財産収入　県の財産(土地、建

物等)を貸し付けたり売り払う

ことによる収入です。

寄附金　県以外から金銭を譲り

受けるものです。

繰入金　特別会計や基金から一

般会計に繰り入れるものです。

諸収入　県税の延滞金や預金利

子、県からの貸付金の元利償還

金、収益事業収入など様々なも

のが含まれています。

目的別　一般会計の歳出は、目

的別(款別)に議会費、総務費、

民生費、衛生費、労働費、農林

水産業費、商工費、土木費、警

察費、教育費、災害復旧費、公

債費、諸支出金、予備費の14項

目に分けられています。

性質別　歳出を性質別に分類す

る方法として、本県では、行政

経費(人件費、物件費、扶助費

など)、投資的経費(普通建設事

業費、災害復旧事業費)、その

他の経費(公債費、積立金、出

資金など)に分類しています。

歳 入 科 目

歳 出 科 目
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